
陳 情 文 書 表 
 

１ 件   名  今、国会で審議されている新たな安全保障関連法案「平和安全法

制」について 

 

２ 受理年月日  平成２７年６月１日 

 

３ 受 理 番 号       第 １ 号 

 

４ 陳 情 者  加西市坂本町６９８番地の１ 

  小谷安富 

 

５ 陳情の要旨  

  ＜陳情項目＞ 

   地方自治法第９９条に基づき、大至急に「平和安全法制」を国会で十分審議し、

法律にする、賛成の意見書を国会（衆議員議長）に提出すること。 

 

＜陳情理由＞ 

平和安全法制の整備は、国民の命と平和な暮らしを守る大切な法律である。「ス

キのない構え」で抑止力を高める。戦争に巻き込まれることも、徴兵制も決して

ない。 

日本国民の命と平和な暮らしを守ることは、最も重要な政治の責任である。 

残念ながら、最近の日本を取り巻く情勢は、とても安全だとは言えなくなって

いる。私たち日本の安全を守っていくためには、アメリカとの同盟関係を強化し

ながら、周辺国だけでなく、世界中の友好国と信頼関係を深める外交努力が何よ

りも重要である。 

その上で、万が一の事態、例えば、周辺国からのミサイル攻撃や離島の不法占

拠、国際的なテロやサイバー攻撃、そして、海外で危機に巻き込まれた日本人の

救出など、あらゆる事態に対応できるような「スキのない構え」で国民を守って

いかなければならない。いつ起こるか分からない自然災害とは異なり、戦争は未

然に防ぐことができる。そのために色々な法律を見直してきちんと整えておくこ

とが、今回の法律改正の目的である。 

もうひとつは、より積極的に国際貢献を行うことができるようにすることであ

る。どの国も自分たちだけで安全を守ることはできない。同盟国や友好国など国

際社会との協力が必要である。そのためには、日本自身が国際社会の平和と繁栄

に積極的に貢献する、信頼されるメンバーでなくてはならない。人道的な国際貢

献の活動の幅を拡げながら、国際社会の平和と安全の確保のために汗を流してい

る他国の軍隊の後方支援も迅速に行えるようにしなければならない。 

日本は、他の国のように武力を使うことはできない。自分たちを守るときに極



めて限定的に武力を使うことが許されている。今後も戦争はしないし、徴兵制に

なるようなことも絶対ない。 

大切な法律だからこそ、国会の審議を十分行い国民に開かれた議論と丁寧な説

明が必要だと考えている。 

 

６ 付託委員会   総務委員会 
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